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○鳥取県公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例 

平成16年12月28日 

鳥取県条例第67号 

鳥取県公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例をここに公布する。 

鳥取県公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例 

目次 

第１章 総則（第１条―第３条） 

第２章 指定管理者の指定等（第４条―第13条） 

第３章 審査委員会（第14条―第19条） 

第４章 異議申出（第20条―第23条） 

第５章 管理の特例等（第24条―第26条） 

第６章 雑則（第27条） 

附則 

第１章 総則 

（平18条例53・章名追加） 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第244条の２

第３項の規定に基づき、県の公の施設の管理を行わせる同項に規定する指定管理者（以下

「指定管理者」という。）の指定の手続等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（指定管理者に管理を行わせる施設） 

第２条 指定管理者に管理を行わせることができる公の施設については、それぞれの公の施

設の管理に関する条例の定めるところによる。 

（指定管理者となることができない法人等） 

第３条 鳥取県議会の議員、知事、副知事、教育長、指定管理者の候補者（以下「指定管理

候補者」という。）の選定の決定に関与する県の職員、法第180条の５第１項及び第２項に

規定する委員会の委員（監査委員を含む。）、これらの者の配偶者、子及び父母並びにこ

れらの者と生計を同じくしている者が社長、副社長、代表取締役、専務取締役、常務取締

役、理事長、副理事長、専務理事、常務理事その他これらに準ずる役員等（以下「役員等」

という。）に就任している法人その他の団体（境港管理組合を除く。）は、指定管理者に

なることができない。 

（平17条例18・追加、平18条例53・旧第２条の２繰下・一部改正、平21条例45・平
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30条例２・一部改正） 

第２章 指定管理者の指定等 

（平18条例53・章名追加） 

（指定管理者の指定の申請） 

第４条 指定管理者の指定を受けようとする法人その他の団体（以下「法人等」という。）

は、申請書に次に掲げる書類を添付して、指定管理者の指定を受けようとする公の施設を

管理する知事又は教育委員会（以下「知事等」という。）の指定する日までに、当該知事

等に申請しなければならない。 

(１) 指定管理者の指定を受けようとする公の施設の管理の業務に関する事業計画書（次

条及び第20条第２項において「事業計画書」という。） 

(２) 法人等に係る申請の日の属する事業年度の前３事業年度（知事等がこれにより難い

と認める場合にあっては、知事等が別に指定する事業年度。次号において同じ。）にお

ける貸借対照表及び損益計算書その他の法人等の財務の状況を明らかにすることができ

る書類 

(３) 法人等に係る申請の日の属する事業年度の前３事業年度における事業報告書その他

の法人等の業務の内容を明らかにすることができる書類 

(４) 前各号に掲げるもののほか、知事等が必要と認める書類 

２ 法第244条の２第11項の規定により指定管理者の指定を取り消され、又は次条若しくは第

６条第１項の規定による選定を辞退した法人等（以下「指定取消法人等」という。）は、

当該取消し又は辞退の日から起算して３年間、前項の規定による申請をすることができな

い。 

３ 指定取消法人等は、当該取消し又は辞退に係る公の施設については、当該公の施設の管

理に関する条例（以下「個別条例」という。）に定める指定管理者の管理の期間（以下「指

定期間」という。）の満了後２回の指定期間に係る第１項の規定による申請をすることが

できない。 

４ 指定取消法人等以外の法人等であって、指定取消法人等の代表者が役員等に就任してい

る法人等は、指定取消法人等とみなして前２項の規定を適用する。 

（平18条例53・旧第３条繰下・一部改正） 

（選定基準） 

第５条 知事等は、前条第１項の規定による申請があったときは、次に掲げる基準によって

当該申請の内容を審査し、当該申請に係る公の施設の指定管理候補者を選定するものとす
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る。 

(１) 事業計画書の内容が当該申請に係る公の施設の平等な利用を確保するのに十分なも

のであること。 

(２) 事業計画書の内容が当該申請に係る公の施設の効用を最大限に発揮させるものであ

るとともに、当該申請に係る公の施設の管理の業務に係る経費の効率化が図られるもの

であること。 

(３) 法人等が事業計画書に沿った当該申請に係る公の施設の管理を安定して行うために

必要な人員及び財政的基礎を有しており、又は確保できる見込みがあること。 

(４) その他知事等が当該申請に係る公の施設の設置の目的を達成するために必要と認め

るものとして別に定める事項 

（平17条例18・一部改正、平18条例53・旧第４条繰下・一部改正） 

（指定管理候補者の選定の特例） 

第６条 知事等は、次の各号のいずれかに該当するときは、前２条の規定によらず指定管理

候補者を選定することができる。 

(１) 公の施設の設置目的、特性、規模等を考慮し、特に必要があると認められるとき。 

(２) 公の施設に係る特定事業（民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関

する法律（平成11年法律第117号。以下「民間資金法」という。）第２条第２項に規定す

る特定事業をいう。）を実施する民間事業者として民間資金法第８条第１項の規定に基

づき選定された法人等を指定管理候補者とするとき。 

(３) 第４条第１項の規定による申請がなかったとき、又は前条の審査の結果、指定管理

候補者を選定することができなかったとき。 

(４) 指定管理候補者を指定管理者として指定することができなくなり、又は著しく不適

当と認められる事情が生じたとき。 

(５) 指定管理者が法第244条の２第11項の規定により、その指定を取り消されたとき。 

２ 前項（第２号を除く。）の規定による指定管理候補者の選定に当たっては、知事等は、

選定を行おうとする法人等と協議し、第４条第１項各号の書類の提出を求め、前条各号に

掲げる基準によって審査し、当該法人等を指定管理候補者に選定するものとする。 

３ 第１項第１号又は第２号の規定により指定管理候補者を選定しようとするときは、個別

条例にこの旨を定めるものとする。 

４ 知事等は、第１項第１号の規定により指定管理候補者を選定した公の施設について、引

き続き同号の規定により指定管理候補者を選定しようとするときは、あらかじめその適否
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について検討を加えるものとする。 

（平18条例53・旧第５条繰下・一部改正、平29条例13・令元条例５・一部改正） 

（指定管理者の指定等） 

第７条 知事等は、第５条又は前条の規定により選定した指定管理候補者について、法第244

条の２第６項の規定による議会の議決を得たときは、当該候補者を指定管理者に指定する

ものとする。 

（平18条例53・旧第６条繰下・一部改正） 

（協定の締結） 

第８条 知事等は、指定管理者と当該公の施設（以下この章において「管理施設」という。）

の管理に関する協定を締結するものとする。 

２ 前項の規定による協定で定める事項は、次のとおりとする。 

(１) 管理施設の管理に関する事項 

(２) 法第244条の２第７項の事業報告書に関する事項 

(３) 県が支払うべき管理の業務に係る費用に関する事項 

(４) 指定の取消し及び管理の業務の停止に関する事項 

(５) 管理の業務を行うに当たって保有する個人情報の保護に関する事項 

(６) その他知事等が別に定める事項 

３ 第１項の規定にかかわらず、第６条第１項第２号の規定により選定された指定管理候補

者を指定管理者に指定する場合においては、民間資金法第５条第２項第５号に規定する事

業契約に前項各号に掲げる事項を定めるものとする。 

（平18条例53・旧第７条繰下・一部改正、令元条例５・一部改正） 

（事業報告書の作成及び提出） 

第９条 指定管理者は、毎年度終了後30日以内に、次に掲げる事項を記載した事業報告書（以

下「事業報告書」という。）を作成し、知事等に提出しなければならない。ただし、年度

の中途において法第244条の２第11項の規定により指定を取り消されたときは、当該指定を

取り消された日から起算して30日以内に、当該年度分として、当該指定を取り消された日

までの期間について事業報告書を作成し、知事等に提出しなければならない。 

(１) 管理施設の管理の業務の実施状況及び利用者の利用状況 

(２) 管理施設の利用に係る料金の収入の実績 

(３) 管理施設の管理に係る経費の収支状況 

(４) その他知事等が管理施設の管理の実態を把握するために必要なものとして別に定め
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る事項 

２ 知事等は、前項の規定による事業報告書の提出があったときは、速やかに、その内容を、

インターネットを利用して閲覧に供する方法その他規則で定める方法により公表するもの

とする。 

（平18条例53・旧第８条繰下・一部改正） 

（損失の補償） 

第10条 県は、法第244条の２第11項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて管理の

業務の全部若しくは一部の停止を命じた場合において、指定管理者に損失が生じても、そ

の補償の責めを負わない。 

（平18条例53・旧第９条繰下） 

（原状回復義務等） 

第11条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき又は法第244条の２第11項の規定によ

り指定を取り消され、若しくは期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じ

られたときは、その管理を行わなくなった管理施設及びその設備を速やかに原状に回復し

なければならない。ただし、知事等の承認を得たときは、この限りでない。 

２ 指定管理者は、故意又は過失により管理施設の施設若しくは設備を損傷し、又は滅失し

たときは、速やかにこれを原状に回復し、又はその損傷若しくは滅失によって生じた損害

を賠償しなければならない。ただし、知事等が特別の事情があると認めたときは、その全

部又は一部を免除することができる。 

（平18条例53・旧第10条繰下） 

（秘密保持義務） 

第12条 指定管理者若しくは指定管理者であった者又は管理施設の業務に従事している者若

しくは従事していた者は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）及び鳥取

県個人情報保護条例（令和４年鳥取県条例第29号）を遵守し、個人情報が適切に保護され

るよう配慮するとともに、管理施設の管理に関し知り得た秘密を漏らし、又は管理施設の

管理以外の目的に使用してはならない。 

（平18条例53・旧第11条繰下、令４条例29・一部改正） 

第13条 削除 

（平24条例７） 

第３章 審査委員会 

（平18条例53・追加） 
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（委員会の設置） 

第14条 第５条、第６条第２項及び第22条第３項の規定による審査並びに第６条第４項の規

定による検討を行わせるため、審査委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（平18条例53・追加、平29条例13・一部改正） 

（委員の構成） 

第15条 委員会の委員（以下単に「委員」という。）は、次に掲げる者のうちから知事等が

委嘱する。 

(１) 当該公の施設を所管する部局の職員 

(２) 学識経験者 

(３) 公認会計士又は税理士 

(４) 当該公の施設に関する有識者 

２ 委員の委嘱期間は、委嘱の日から第８条第１項の協定を締結する日までとする。 

（平18条例53・追加、平29条例13・一部改正） 

第16条 削除 

（平29条例13） 

（関係者等の出席等） 

第17条 委員会は、委員会における審査のため必要があると認めるときは、第４条第１項の

規定による申請を行った法人等（以下「応募者」という。）、指定管理候補者に選定しよ

うとする法人等その他の関係者に対して委員会への出席を求め、意見又は説明を聴くこと

ができる。 

（平18条例53・追加） 

（公正の確保等） 

第18条 委員は、厳正かつ公平に審査を行わなければならない。 

２ 委員は、委員会において知り得た情報を漏らしてはならない。委員を退いた後も同様と

する。 

３ 委員は、応募者若しくは指定管理候補者に選定しようとする法人等（以下「応募者等」

という。）又はその代理人から、審査に関する説明、交渉等を要求されたとき（委員会に

おいて要求されたときを除く。）は、速やかにその旨を知事等に報告しなければならない。 

４ 委員は、応募者等及びその構成員と自己並びに父母、祖父母、配偶者、子、孫及び兄弟

姉妹並びにこれらの者と生計を同じくしている者の従事する業務に直接の利害関係がある

ときは、委員会において、自らその関係について申し出て、他の委員の同意を得なければ、
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審査に参与することができない。 

５ 知事等は、委員が前２項の規定による報告又は申出をすべき事実がありながら報告又は

申出を行わなかったときは、その委員を審査に参与させないものとするとともに、公正な

審査を行うために必要な措置を講ずるものとする。 

（平18条例53・追加） 

（雑則） 

第19条 この章に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会において定

める。 

（平18条例53・追加） 

第４章 異議申出 

（平18条例53・追加） 

（審査結果の通知等） 

第20条 知事等は、委員会における審査の結果を、知事等に対して異議の申出ができる旨を

明記して応募者等に通知するものとする。 

２ 知事等は、前項の通知を行ったときは、速やかに、委員会における審査の結果及び指定

管理候補者に選定しようとする法人等の事業計画書を、インターネットを利用して閲覧に

供する方法その他規則で定める方法により公表するものとする。 

（平18条例53・追加） 

（異議申出の期間等） 

第21条 前条第１項の通知を受けた応募者等は、委員会における審査の結果に不服があると

きは、当該通知を受け取った日から起算して４日以内に、知事等に異議を申し出ることが

できる。 

２ 前項に規定する期間（以下「異議申出期間」という。）の計算は、その期間中に日曜日、

土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日、１月２日及び

同月３日並びに12月29日から同月31日までの日を含まないものとする。 

３ 第１項の規定による異議の申出（以下「異議申出」という。）は、次の各号に掲げる事

項を記載した書面により行わなければならない。 

(１) 異議申出をする法人等の名称、住所及び代表者の氏名 

(２) 異議申出の趣旨及び理由 

(３) 異議申出の年月日 

（平18条例53・追加） 
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（異議申出に対する決定等） 

第22条 知事等は、異議申出が異議申出期間の経過後になされたものであるときは、当該異

議申出を却下する。 

２ 知事等は、異議申出に理由がないときは、当該異議申出を棄却する。 

３ 知事等は、異議申出に理由があると認めるときは、これを委員会の審査に付し、指定管

理候補者に選定しようとしていた法人等について第17条に定める手続を経て、審査結果を

変更することができる。 

４ 知事等は、前項の規定による変更後の審査結果（以下「再審査結果」という。）を応募

者等に通知するものとする。 

５ 応募者等は、再審査結果に関し、異議を申し出ることができない。 

６ 知事等は、第３項の規定による変更をしたときは、速やかに、これをインターネットを

利用して閲覧に供する方法その他規則で定める方法により公表するものとする。 

（平18条例53・追加） 

（雑則） 

第23条 この章に定めるもののほか、異議申出の手続に関し必要な事項は、規則で定める。 

（平18条例53・追加） 

第５章 管理の特例等 

（平18条例53・追加） 

（指定の取消し等をしようとする場合の手続） 

第24条 知事等は、法第244条の２第11項の規定により指定管理者の指定を取り消そうとする

ときは、行政手続法（平成５年法律第88号）第３章の定めるところにより、当該指定の取

消しの対象となる指定管理者について、同法第13条第１項第１号に規定する聴聞の手続を

執るものとする。 

２ 知事等は、法第244条の２第11項の規定により期間を定めて管理の業務の全部又は一部の

停止を命じようとするときは、行政手続法第３章の定めるところにより、当該命令の対象

となる指定管理者について、同法第13条第１項第２号に規定する弁明の機会の付与の手続

を執るものとする。 

（平18条例53・追加） 

（指定管理者の指定の取消しの場合の措置） 

第25条 知事等は、地方自治法第244条の２第11項の規定により指定管理者の指定を取り消し

たときは、当該指定の取消しに係る公の施設の管理を自ら行うことができる。 
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２ 前項の規定により公の施設の管理を知事等が自ら行おうとするときは、知事等は、規則

又は教育委員会規則（以下「規則等」という。）で、その旨及び自ら管理を行う期間並び

に当該期間経過後に新たな指定管理者が行う管理の期間を定めるものとする。 

３ 第１項の規定により公の施設の管理を知事等が自ら行う場合（以下「直営管理する場合」

という。）における個別条例に定める指定管理者が行うべき業務は、知事等が行うものと

し、その具体的内容は、知事等が規則等で定める。 

４ 直営管理する場合で、個別条例において指定管理者が知事等の承認を得て、当該公の施

設の開所時間、休所日、利用料金の額その他の事項（以下「承認事項」という。）を定め

ることとされているときの当該承認事項は、個別条例の定めるところにより知事等の承認

が得られているときにあっては当該承認の内容のとおりとし、個別条例の定めるところに

より知事等の承認を得られていないときにあっては知事等が規則等で定める。 

５ 指定管理者の指定の取消しに伴い知事等が行うこととなる新たな指定管理者の指定の手

続であって、この条例に規定する手続の例外となる事項は、知事等が規則等で定める。 

６ 第２項から前項までの規定により知事等が定める規則等の内容は、指定の取消しに係る

公の施設の管理を知事等が自ら行うために必要最小限度のものでなければならない。 

７ 前各項に定めるもののほか、指定管理者の指定の取消しに伴い知事等が行うこととなる

措置に関し必要な事項は、知事等が規則等で定める。 

８ 知事等は、第２項から第５項まで及び前項の規定により定めた規則等の内容を、当該規

則等を定めた日以降の最初の鳥取県議会（以下「県議会」という。）に報告しなければな

らない。 

（平18条例53・追加） 

（指定管理者の管理の業務の停止を命じた場合の措置） 

第26条 知事等は、地方自治法第244条の２第11項の規定により指定管理者の管理の業務の全

部又は一部の停止を命じたときは、停止を命じた業務の範囲内において当該命令に係る公

の施設の管理を自ら行うことができる。 

２ 前項の規定により公の施設の管理を知事等が自ら行おうとするときは、知事等は、規則

等で、その旨及び自ら管理を行う期間を定めるものとする。 

３ 直営管理する場合における個別条例に定める指定管理者が行うべき業務は、停止を命じ

た業務の範囲内において、知事等が行うものとし、その具体的内容は、知事等が規則等で

定める。 

４ 前２項の規定により知事等が定める規則等の内容は、業務停止の命令に係る公の施設の
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管理を知事等が自ら行うために必要最小限度のものでなければならない。 

５ 前各項に定めるもののほか、指定管理者の業務の停止命令に伴い知事等が行うこととな

る措置に関し必要な事項は、知事等が規則等で定める。 

６ 知事等は、第２項、第３項及び前項の規定により定めた規則等の内容を、当該規則等を

定めた日以降の最初の県議会に報告しなければならない。 

（平18条例53・追加） 

第６章 雑則 

（平18条例53・章名追加） 

（委任） 

第27条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、知事等が別に

定める。 

（平18条例53・旧第13条繰下） 

附 則 抄 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（鳥取県個人情報保護条例の一部改正） 

２ 鳥取県個人情報保護条例の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（鳥取県外部監査契約に基づく監査に関する条例の一部改正） 

３ 鳥取県外部監査契約に基づく監査に関する条例（平成11年鳥取県条例第４号）の一部を

次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（鳥取県情報公開条例の一部改正） 

５ 鳥取県情報公開条例の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成17年条例第18号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成18年条例第53号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の一部改正） 
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２ 鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例（昭和39年鳥取県条例第11号）の一

部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（鳥取県営社会体育施設の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

３ 鳥取県営社会体育施設の設置及び管理に関する条例（昭和39年鳥取県条例第24号）の一

部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（鳥取県都市公園条例の一部改正） 

４ 鳥取県都市公園条例（昭和54年鳥取県条例第31号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（鳥取県立生涯学習センターの設置及び管理に関する条例の一部改正） 

５ 鳥取県立生涯学習センターの設置及び管理に関する条例（昭和54年鳥取県条例第32号）

の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（鳥取県立農村総合研修所の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

６ 鳥取県立農村総合研修所の設置及び管理に関する条例（昭和59年鳥取県条例第６号）の

一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（鳥取県立県民文化会館の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

７ 鳥取県立県民文化会館の設置及び管理に関する条例（平成５年鳥取県条例第２号）の一

部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（鳥取県立童謡館の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

８ 鳥取県立童謡館の設置及び管理に関する条例（平成７年鳥取県条例第２号）の一部を次

のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（鳥取県立みなとさかい交流館の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

９ 鳥取県立みなとさかい交流館の設置及び管理に関する条例（平成９年鳥取県条例第２号）

の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（鳥取県立米子コンベンションセンターの設置及び管理に関する条例の一部改正） 
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10 鳥取県立米子コンベンションセンターの設置及び管理に関する条例（平成９年鳥取県条

例第16号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（鳥取県立鳥取砂丘こどもの国の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

11 鳥取県立鳥取砂丘こどもの国の設置及び管理に関する条例（平成10年鳥取県条例第19号）

の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（鳥取県立とっとり出合いの森の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

12 鳥取県立とっとり出合いの森の設置及び管理に関する条例（平成11年鳥取県条例第６号）

の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（鳥取県立倉吉未来中心の設置等に関する条例の一部改正） 

13 鳥取県立倉吉未来中心の設置等に関する条例（平成12年鳥取県条例第５号）の一部を次

のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（鳥取県立福祉人材研修センターの設置及び管理に関する条例の一部改正） 

14 鳥取県立福祉人材研修センターの設置及び管理に関する条例（平成13年鳥取県条例第11

号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（鳥取県立人権ひろば21の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

15 鳥取県立人権ひろば21の設置及び管理に関する条例（平成13年鳥取県条例第47号）の一

部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（鳥取県立障害者体育センターの設置及び管理に関する条例の一部改正） 

16 鳥取県立障害者体育センターの設置及び管理に関する条例（平成15年鳥取県条例第１号）

の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（鳥取県立大山駐車場の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

17 鳥取県立大山駐車場の設置及び管理に関する条例（平成17年鳥取県条例第69号）の一部

を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 
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附 則（平成21年条例第45号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成21年７月11日から施行する。 

附 則（平成24年条例第７号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年条例第13号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（鳥取県附属機関条例の一部改正） 

２ 鳥取県附属機関条例（平成25年鳥取県条例第53号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成30年条例第２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号）

附則第２条第１項に規定する旧教育長が同項の規定によりなお従前の例により在職する期

間においては、第１条の規定による改正後の知事等の退職手当に関する条例の規定、第２

条の規定による改正後の鳥取県知事等の給与及び旅費等に関する条例の規定、第３条の規

定による改正後の鳥取県職員定数条例の規定、第４条の規定による改正後の鳥取県公の施

設における指定管理者の指定手続等に関する条例の規定及び第５条の規定による改正後の

鳥取県教育委員会の委員の定数を定める条例の規定は適用せず、第１条の規定による改正

前の知事等の退職手当に関する条例の規定、第２条の規定による改正前の鳥取県知事等の

給与及び旅費等に関する条例の規定、第３条の規定による改正前の鳥取県職員定数条例の

規定、第４条の規定による改正前の鳥取県公の施設における指定管理者の指定手続等に関

する条例の規定、第５条の規定による改正前の鳥取県教育委員会の委員の定数を定める条

例の規定及び第６条の規定による廃止前の教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関

する条例の規定は、なおその効力を有する。 

附 則（令和元年条例第５号）抄 

（施行期日） 
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１ この条例は、公布の日から起算して６年を超えない範囲内において規則で定める日から

施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(１) 第４条、次項及び附則第５項の規定 公布の日 

附 則（令和４年条例第29号）抄 

（施行期日） 

第１条 この条例は、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和

３年法律第37号）附則第１条第７号に掲げる規定（同法第51条の規定に限る。）の施行の

日から施行する。 

（施行の日＝令和５年４月１日） 

 


